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〔1〕 

 

はじめに 

 

沖縄本島北部、東村に位置する慶佐次川は、国指定天然記念物のヒルギ林を有し、

多様な生態系からなる流域の自然環境が地域に暮らす人々に豊かな恵みをもたらし

てきた。同時に慶佐次川は子供達の川遊びや伝統行事などを行う場として、地域の

人達が自然とふれあう場所でもあった。 

このように豊かであった慶佐次川の自然環境も戦後の様々な開発等によって大き

く変化してきている。農地や畜舎等の整備により赤土流出や水質悪化が進み、河川

性生物の生息環境が悪化するとともに、砂防ダム等の河川横断施設の建設によって

水生生物の生息範囲の減少や移動阻害が生じている可能性がある。また、水質の悪

化やコンクリートによる護岸整備は川から地域の人達を遠ざけ、川への関心を薄れ

させてしまった。近年、注目されるようになった外来種についてもすでに多くの種

類が侵入してきており、慶佐次川特有の生態系にとって脅威となっている。 

このような状況において、慶佐次川の自然環境の再生のため東村慶佐次区、東村、

沖縄県、地元観光関係NPOなどが集まり、平成27年 7月に慶佐次川自然環境再

生協議会を設立し、自然環境再生上の課題、課題解決に向けた取り組みの基本方針

である慶佐次川自然環境再生全体構想が平成28年 1月に策定された。 

本事業は、河川整備や土砂の堆積等により単調になってしまった慶佐次川下流域

における河川環境を改善し、水生生物の多様な生息空間を再生するため、ワンド及

びその補助施設としての水制工を整備した。 
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第 1章 実施者の名称及び実施者の所属する協議会 

 

1.1 実施者の名称 

 

名称：沖縄県 

所在地：沖縄県那覇市泉崎1-2-2 

 

 

1.2 実施者の所属する協議会 

 

実施者の所属する協議会は、慶佐次川自然環境再生協議会であり、会構成は下表に示すと

おりである。 

 

表1.2-1 会議体の構成（個人名敬称略） 

区 分 関係者・関係団体 

協議会会員 地域住民 協議会会長 慶佐次区長 新里 吉弘 

同副会長 山城 定雄 

宮城 正 

宮城 アサミ 

地域団体等 ＮＰＯ法人東村観光推進協議会 

東村赤土等流出対策地域協議会 

ＪＡおきなわ北部地区パインアップル生産部会 

行政（東村） 企画観光課 

農林水産課 

建設環境課 

教育委員会 

行政（沖縄県） 環境部 環境政策課 

子ども生活福祉部 北部福祉保健所 

教育庁 文化財課 

オブザーバー 行政 沖縄県 環境部 環境保全課 

沖縄県 環境部 自然保護・緑化推進課 

沖縄県 農林水産部 営農支援課 

沖縄県 農林水産部 村づくり計画課 

沖縄県 農林水産部 森林管理課 

沖縄県 農林水産部 水産課 

沖縄県 文化観光スポーツ部 観光振興課 

沖縄県 土木建築部 河川課 

沖縄県 土木建築部 海岸防災課 

沖縄県 企業局 建設計画課 

沖縄県 企業局 久志浄水場 施設管理課 

環境省 やんばる自然保護官事務所 
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第 2章 事業区域の現況と自然環境の再生に関する課題 

 

2.1 事業区域及びその周辺の自然環境及び社会環境 

2.1.1 事業区域の位置 

事業実施位置は下流部の直線区間であり、マングローブ域の上端に当たる場所に位置して

いる。下流域における直線区間は、さらに上流側にもみられるが、地域住民が利用、維持管

理するには生活地から遠いことから、国指定天然記念物であるヒルギ林が切れる区間である

当該地域で実施することとした。 

 

 

図2.1.1-1 事業の対象地域 
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2.1.2 事業区域と周辺の自然環境の関係 

(1) 周辺の自然環境 

① 植生・地形等 

事業区域とその周辺における自然環境の概要（河岸植生、河床材料、瀬淵、構造物等）

を図2.1.2-1に示す。 

事業区域の右岸は、マングローブの上流端に位置するアダン-オオハマボウ群落が終了

し、常緑広葉樹二次林やススキ群落に覆われている。左岸側は、道路のり面にモクマオ

ウなどの外来植物を中心とした木本に覆われている。 

本区域は汽水区間の上流端付近に位置し、満潮時には塩水の影響を受けるものの、干

潮時付近では淡水の流下が卓越するいわゆる感潮区間に位置する。このため、河道内は

やや緩やかに蛇行しており、事業区域右岸も対岸側から跳ね返った流水によって若干の

河岸浸食を受けている状況にある。浸食を受けた箇所はやや深掘れし、干潮時において

も 30～40cm の水深が維持され、上流へ移動する遊泳魚などの通路として利用されて

いる。 

底質は、礫混じり砂・シルトが卓越し、赤土の堆積も著しいため底生動物相も貧弱に

なっているものと考えられる。 

 

② 魚類相・甲殻類相 

事業実施前（平成28年 8月）に実施した事業区域における魚類及び底生動物調査の

結果を表2.1.2-1 及び-2に示す。 

調査では、魚類が21種、底生動物が34種確認された。 
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図 2.1.2

  

-1 事業実施区域周辺の自然環境 
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図 2.1.2-2 事業区域における魚類、底生動物調査位置 

 

表 2.1.2-1 事業区域における魚類調査結果 

 

  
水路 河岸

ヨウジウオ テングヨウジ 1
ボラ ボラ 6

コボラ 4
ボラ科 50

テンジクダイ アマミイシモチ 30
アジ ギンガメアジ 1
フエダイ ゴマフエダイ 1
シマイサキ コトヒキ 2
カワアナゴ チチブモドキ 10

オカメハゼ 1
ハゼ ミナミヒメミミズハゼ 2 VU NT

イズミハゼ 2
スナゴハゼ 1
ミツボシゴマハゼ >100
ミナミトビハゼ 10
ヒトミハゼ 2
ヒナハゼ 20
ゴクラクハゼ 3
ナガノゴリ 11

クロホシマンジュウダイ クロホシマンジュウダイ 4
カマス オニカマス 2

10科 21種 17種 1種 2種 1種 0種 1種 1種

※　　　　　：重要な種

種名

重要種の指定状況

天然
記念物

環境省
RDB

沖縄県
RDB

科名

確認種 調査別確認個体数

　　重要種カテゴリー
　　　CR+EN：絶滅危惧I類　CR：絶滅危惧IＡ類　EN：絶滅危惧IＢ類　VU：絶滅危惧II類　NT：準絶滅危惧
　　　DD：情報不足　LP：絶滅のおそれのある地域個体群

カニ
カゴ

投網
タモ網･目視
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表 2.1.2-2 事業区域における底生動物調査結果 

 

水路 河岸

アマオブネガイ ドングリカノコ 4
ツバサカノコ 1 NT VU
イシマキガイ 4
フリソデカノコ 1 NT

フネアマガイ ベッコウフネアマガイ 2 NT DD
オカミミガイ カタシイノミミミガイ 1 NT
ヌマエビ ミゾレヌマエビ 4

ヒメヌマエビ 5
テナガエビ スネナガエビ >100

ユビナガスジエビ 4
オオテナガエビ 50 NT
ミナミテナガエビ 5

オキナワアナジャコ オキナワアナジャコ 1
ワタリガニ アミメノコギリガザミ 1 1
モクズガニ タイワンヒライソモドキ 15

アゴヒロカワガニ 2 NT
トゲアシヒライソガニモドキ 5 VU
オオヒライソガニ 2

ベンケイガニ クロベンケイガニ 20
ユビアカベンケイガニ 30
フタバカクガニ >100
キノボリベンケイガニ 1
ヒメアシハラガニモドキ 8 NT
ミナミアシハラガニ 15
タイワンアシハラガニ 2
ミゾテアシハラガニ 1 NT
ベンケイガニ 4

スナガニ ヤエヤマシオマネキ 1
ベニシオマネキ 10
オキナワハクセンシオマネキ 10
ツノメチゴガニ 30
カワスナガニ 21 NT NT

ミズカメムシ マダラミズカメムシ 1
アメンボ アマミアメンボ 11

12科 34種 18種 16種 0種 1種 0種 5種 8種

※　　　　　：重要な種

環境省
RDB

沖縄県
RDB

タモ網･目視

　　重要種カテゴリー
　　　CR+EN：絶滅危惧I類　CR：絶滅危惧IＡ類　EN：絶滅危惧IＢ類　VU：絶滅危惧II類
　　　NT：準絶滅危惧　DD：情報不足　LP：絶滅のおそれのある地域個体群

種名科名

確認種

カニ
カゴ

投網

調査別確認個体数 重要種の指定状況

天然
記念物
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2.1.3 事業区域と周辺の社会環境の関係 

(1) 事業区域周辺の土地利用規制等 

事業区域とその周辺における土地利用規制の指定状況を以下に示す。事業区域周辺では

森林区域と農用地区域、農業地域に指定されている。 

右岸側の農地は既に放棄されており、森林化している。 

 

 

図 2.1.3-1 土地利用規制状況 その１ 

 

 

図 2.1.3-2 土地利用規制状況 その２ 

2-46



〔9〕 

 

(2) 事業区域周辺の地籍 

事業区域周辺における土地の所有者は、河川内では建設省（現国土交通省）また

は東村であり、その周辺では民有地または所有者無しとなっている。 

 

図 2.1.3-3 事業区域周辺の地籍境界 

 

 

(3)天然記念物指定範囲 

国指定天然記念物「慶佐次湾のヒルギ林」の指定範囲と事業区域の位置を下図に

示す。事業区域は天然記念物の指定範囲となっている。 

 

図 2.1.3-4 国指定天然記念物「慶佐次湾のヒルギ林」指定範囲 

事業区域 
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2.2 利活用の現状と課題 

慶佐次川は、カヌーツアー利用業者によって観光利用されており、利用の中心は下流側の

マングローブであるが、一部の個人利用に関しては事業実施区域の上流側までをツアー対象

としている。 

地域住民による河川利用は、過去には旧ミナトバル地域の池沼環境において魚類やテナガ

エビ類を捕らえ食用としていたが、区画整理後にこのような環境が消失してからはほとんど

なされていない。 

これらのことから、本事業においてはカヌーツアー、地域の親水利用にも資することが課

題となる。 

 

 

 

図 2.2-1 利活用の現状 
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第 3 章 事業実施計画 

 

3.1 事業の目標 

慶佐次川の下流域では、198

以前に比べ直線的で瀬・淵のな

よって土砂が堆積し、河川に棲

このため、本事業では単調な

ため、ワンド及びその補助施設

 

3.2 自然環境の再生の可能性と

3.2.1 再生の可能性 

事業実施区域は感潮区間であ

はほとんど潮の影響を受けない

このため、河川水の流下の影

図3.2.2-1 に事業対象箇所の

積帯に当たって流向を変え、右

沿って流れ、再び左岸に流向を

けていることがわかる。 

本事業ではこのような自然の

生息場所を整備できる可能性が

なお、本計画は山口大学大学

て協議した結果を参考としてい

 

3.2.2 課題 

現状における順流を利用して右

あるが、右岸側を引き堤すると流

るための補助施策が必要となる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図

20m 

流水に

れ

80年頃に土地改良整備や河川改修が行なわれ

ない単調な河道となり、また、流域からの赤土

棲む生物の生息環境は劣化した。 

な河川環境を改善し、水生生物の多様な生息空

設としての水制工を整備した。 

と課題 

あり、この100mほど上流まで塩水が遡上する

。 

影響を純淡水区間と同様に受けている可能性が高

の澪筋を示す。流水の流心は上流では左岸側で

右岸側に当たっている。右岸側ではそのままし

を変えている。この作用で、右岸側の樹林帯は

の流れを利用して、右岸側を掘り進みワンド状

がある。 

学院理工学研究科赤松良久准教授（河川工学）

る。 

右岸側にワンド状の水生動物の生息場所を整

流下エネルギーが減ずる恐れがあることから、

。 

 

図 3.2.2-1 事業区域の状況 

事業区間 

によって形成さ

れた澪筋 

〔11〕 

れた。河川は、

土などの流出に

空間を再生する

るが、干潮時に

高い。 

であるが土砂堆

しばらく河岸に

は少し浸食を受

状の水生動物の

と現地におい

備するもので

これを増幅す
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3.3 自然環境の再生手法・工法・施工法 

3.3.1 自然環境の再生の手法 

(1) 再生の内容 

再生の内容をフォトモンタージュで図3.3.1-1に示す。 

かつての慶佐次川にワンド的地形の存在の有無に関しては不明であるが、河道における

深み的な環境整備の手法としてワンド整備を選択した。 

ワンド地形の維持に当たっては、河道が拡幅し、流下エネルギーが削がれる可能性があ

るため、現状でも水衝部となっている左岸側の堆積土砂前縁に水制工を補助施設として整

備することとした。 

 

 

図 3.3.1-1 再生の内容イメージ 

 

ワンド 

ワンド維持のための

補助施設（水制工）
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(2) 計画規模 

① 対象流量 

慶佐次川は流域面積7.07k

適用は受けないため、高水計

このため、「国土交通省河川

引き(改定案) H17.7(財)国土

85m3/s として設定した。対

 

 

 

表 3.3

河川の重要度 
A級 
B級 1

C級 

D級 
E 級 

表 3.3

地域分類 掘込河
基本 

都市
域 

密集 1/100
一般 1/50 

一般居住域 1/30 
田園地帯 1/10 

km2、流路延長約6kmの東村管理の普通河川

計画は存在しない。 

川砂防技術基準 同解説 計画編」及び「中小

土技術センター」を参考として計画流量規模は

対象流量は降雨強度式及び合理式から算定した

図3.3.1-2 流域図 

3.1-1 河川の重要度と計画規模 

計画規模 河川の種類 
1/200以上 

1級河川の主要区間 
1/100～1/200 

1/50～1/100 
1 級河川のその他区間 
2級河川（都市河川） 

1/10～1/50 2 級河川（その他） 
一般河川 1/10以下 

 

3.1-2 河川形態による計画規模 

河道 築堤河道 内水河
当面 基本 当面 基本 
1/50 1/150 1/50 1/100 
1/30 1/100 1/30 1/50 
1/10 1/50 1/30 1/30 
1/3 1/10 1/5 1/10 

No3より上流側は

〔13〕 

川であり、法の

小河川計画の手

は、3 年確率

。 

 

河川 
当面 
1/30 
1/30 
1/10 
1/3 

は掘り込み河道 
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表 3.3.1-3 計画検討に係る横断側線 

 

② 計画条件 

施設規模は、右岸側民有地に影響を及ぼさないこと、ワンド維持のための水制工設置

による過度の水位上昇を発生させないことを条件として決定した。 

 

 

図 3.3.1-4 事業対象区域周辺の地籍境界 
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(3) 施設計画 

施設計画に当たっては、準2

及び形状を検討した。 

下図に施設計画を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 次元不等流計算によって摩擦速度等から、施

図3.3.1-5 施設計画平面図 
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施設配置、規模
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(4) 河川水位への影響 

流量規模 85m3/s（計画流量）における現況からの水位上昇量は、2cm 程度であり、

道路などの施設や治水上の影響を与えるものではないことが確認された。 

 

 

 

 

図3.3.1-6 事業区域周辺の横断側線 

  

 

図 3.3.1-7 計画流量=85m3/s 時の計算水位と変化量 
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変
化
量
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)

標
高
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L.
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水制工

ワンド整備範囲 水制工整備箇所 

道路 
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(5) 事業区域内のゾーニング計画 

① 水生動物生息場再生ゾーン 

右岸側のワンド整備を行う区域は、その目的から水生動物生息場再生ゾーンとして設

定し、目的達成後に利用の可否を再検討することとする。 

 

② 親水利用ゾーン 

ワンド整備は、左岸側に工事進入路を仮設して行うこととなる。また、ワンド整備に

おける右岸側の引き堤は、対岸側の寄り洲を発達させる可能性があることから、親水利

用が可能となるため、親水利用ゾーンとして設定する。 

 

③ 観光利用ゾーン 

カヌーの個人ツアーは、当該区間より上流まで既に利用していることから、親水利用

ゾーンも含めて観光利用ゾーンとして設定する。 

 

 

図 3.3.1-8 事業区域内のゾーニング計画 

水生動物生息場 

再生ゾーン 

親水利用ゾーン 

観光利用ゾーン 
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3.3.3 適用する工法・施工方法 

(1) 工法 

① ワンド整備 

バックホウによる河床掘削とする。 

また、モニタリングを行いながら浸食量が大きい場合には、杭柵工などで河岸の保護を

行う。 

 

② 水制工設置 

自然景観に馴染むよう、また改良が容易であること、カヌー利用者の安全性に配慮して

松杭を使用した杭柵とする。 
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図 3.3.3-1 計画断面図 
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(2) 施工方法 

① 施工条件 

施工条件を下表に示す。 
 

表 3.3.3-1 施工条件 

条件項目 内 容 

現場 

条件 

現場状況 実施箇所は、平均河床勾配 I＝1/400程度（No.6～No.7 測線）の緩勾配区

間に位置する。 

実施箇所は、感潮区間に位置する。 

No.6+120m付近にて左支川が流入する。 

河床材料は、代表粒径（D60）が約10mmの砂混じり礫を主体とする。 

電柱・電線・パ

イプライン等 

村道沿いに電柱・電線およびガードレールは設置されていない。 

道路と放棄地の境界付近には、かんがい用のパイプラインが埋設されている。

施工 

条件 

資・機材の搬入

出 

資・機材の搬入出には、左岸村道を利用することができるものとする。 

側線No.6-5付近の村道に設置されている駐車スペースを資・機材の仮置場

として利用することができるものとする。 

仮設道路として河岸の一部を切土し、村道から河道内に進入する坂路を設け

る。 

河床材料は砂混じり礫を主体とするため、干潮時には河道内を重機が走行す

ることは可能と判断する。 

濁質の流出を抑制するため河道横断部には敷鉄板を設置する。 

水替え等 堤防開削を伴わないため、仮締切を設置しない。 

非洪水期に施工するため、仮設道路による阻害断面に相当する仮排水路を設

置しない。 

ワンド施工については、次の理由より工事数量が増加するため潮待ち作業と

する。 

・満潮時の仮締切高は1m以上となる。大型土のう2段積みが必要となる。

・河床から河川水が浸透するため、ポンプ排水が必要となる。 

・渡河するため河道を横断する形で、盛土形式の仮設道路（暗渠による水替

え）が必要となる。 

掘削土・伐採木

の処分 

ワンド設置に伴う掘削土については、周辺に置土できるものとし、場外に搬

出しない。 

ワンド設置に伴う伐採木についても、周辺に存置して現地還元できるものと

し、場外に搬出しない。 

周辺環境 河道内に進入する仮設道路を設置するため、河道内左岸側の樹木を伐採する

ことができるものとする。 

騒音や振動ができるだけ発生しない工法・機材を使用するが、周辺に民家等

はないため特別な配慮を行わない。 

周辺道路 水制工設置時には、施工機械を配置するため村道の一部を占用するものとす

る。占用する範囲は、一般車輌が片側通行できるよう、できるだけ小型の施

工機械を使用するものとする。 

電柱・電線・パ

イプライン等 

移設を必要とする電柱・電線およびガードレールはない。 

村道沿いのパイプラインについては、必要に応じて鉄板を敷くなどして保護

する。 

河川水質 水質汚濁を防止するため、施工箇所下流に水質汚濁防止フェンスを設置する。

施工中の水質を監視するため、水質観測を実施する。 
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② 施工方法 

施工方法を下表及び図3.3.3-2 に示す。 

 

表 3.3.3-2 施工方法 

工種 施工方法 

ワンド工  伐採後、バックホウにて掘削する。 
 伐採および掘削によって発生する草木および残土については、河川用地内に存
置して現地還元する。 

 掘削工事は、掘削量が比較的少なく短期工事となるため、潮待ち作業とする。
 仕上がり高に近い掘削面では水中掘削作業となる。周辺地盤は砂混じり礫を主
体とするため、掘削機械の走行性・作業効率が著しく低下することはないと考

えられる。このため、掘削機械は、一般的なバックホウとする。 

 濁水流出を抑制するために、河床水際の河岸を存置・締切代わりに利用し、流
水面から遠い箇所を先行して掘削する。 

 掘削用にバックホウ 1 台および残土置土・整地用にバックホウ 1 台の合計 2
台投入を基本とする。 

 木柵工の親杭の打込みは、ガードレール支柱打込み機械などによる機械施工と
する。なお、段階施工にて木柵工を施工しない場合には、周辺河岸の現況勾配

を参考に安定勾配にて掘削するのみとする。 

 腹起設置後、残土置土・整地用にバックホウにて埋戻し作業を行う。 
 作業効率低下の防止および濁水流出の抑制を図るために、掘削機走行路に敷鉄
板を敷設する。敷鉄板は、作業箇所に応じて随時敷替えする。 

水制工  木杭の打込みは、ガードレール支柱打込み機械などによる機械施工とする。 
 村道の片側車線を占用して、打込み機械を配置する。 
 占用範囲をできるだけ抑えるために、打込み機械は小型機械とする。 
 小型の打込み機械にて水制工先端部を施工することができない場合には、ワン
ド施工に使用した河床部の敷鉄板を敷き直し、打込み機械が敷鉄板上を自走し

て河道内から施工する。 

 打込み機械は自走式とし、一般の大型車輌が通行する場合には近くの待避所に
退避する。 
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図 3.3.3-2 施工手順  
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③ 工程計画 

工程計画を下表に示す。 

基本工程として、平成 28 年内にワンド掘削、発生土処分、水制工設置を終了させ、

モニタリングを開始することとした。 

 

 
●
数
量
計
算
・
積
算

●
施
工
計
画
の
作
成

●
契
約
手
続
き

●
試
験
場
の
構
築
作
業
等

●
関
係
機
関
協
議

●
業
務
打
合
せ
、
報
告

実
施
計
画
の
工
程
表
(案
）

平
成
2
8
年
度

項
目

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

施
工
計
画
（
施
工
方
法
、
工
事
工
程
）
の
ま
と
め
、
積
算

▼
1
1
/
8
環
境
省
ヒ
ア
リ
ン
グ

▽
1
1
/
2
1
資
料
再
提
出

県
内
手
続
き

国
立
公
園
許
可
申
請

▼
1
0
/
2
8
河
川
協
議

▽
11
/2
8週

施
工
計
画
説
明
（東
村
）

▽
11
/2
8週

実
施
計
画
説
明
（地
元
、
東
村
説
明
後
）

河
川
協
議
(東
村
）
、
地
元
説
明
（
区
・
観
光
推
進
協
議
会
）

▼
1
0
/
3
1
河
川
協
議
結
果
・今
後
の
予
定
の
確
認

J
V
会
議

▼
1
1
/
1
1
施
工
計
画
・概
算
費
用
・手
続
き
申
請
進

捗
確
認

▼
1
1
/
1
4
J
V
会
議
報
告
(メ
ー
ル
）

県
庁
説
明
・
協
議

▽
1
1
/
1
7
施
工
計
画
中
間
報
告

▽
1
1
/
2
4
施
工
計
画
報
告

▽
1
2
月
末
工
事
結
果
報
告

▽
1
月
末
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
中
間
報
告

▽

2
月
末
成
果
品
説
明

道
路
占
用
許
可
申
請
（
警
察
・
消
防
）

カ
ヌ
ー
事
業
者
に
配
慮
が
必
要
な
期
間

（
1
月
）

・
申
請
期
間
の
目
安
：
1
週
間
～
1
0
日

・
申
請
書
の
添
付
書
類
と
し
て
、
契
約
書
が
必
要

・
遅
く
と
も
1
1
月
中
に
契
約
が
必
要

ワ
ン
ド
合
同
視
察

と
り
ま
と
め

合
同
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

概
算
施
工
日
数
（
占
用
許
可
申
請
を
除
く
）

・
準
備
工
（
測
量
等
）
：

2日

・
仮
設
工

：
2日

・
ワ
ン
ド
工

：
4日

・
水
制
工

：
2日

・
仮
設
撤
去

：
2日

合
計

1
2日

不
稼
働
日
を
含
め
た
実
施
工
日
数

12
日
×
1.
5＝
1
8日

水
制
工

準
備
工

ワ
ン
ド
工

水
質
観
測

仮
設
工

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

仮
設
撤
去

試
験
場
構
築
（
12
月
初
め
～
年
末
）

表
3
.3
.3
-
3
 
実
施
計
画
の
工
程
表
（
案
）
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3.3.4 その他の諸施設の整備 

その他の施設整備は行わない。 

なお、左岸側浸水利用ゾーン及びワンド周辺の更地については、慶佐次川自然環境再生協

議会よりサガリバナの植栽申請がなされていることから、植栽に関しては協議会イベントと

して行うこととする。 
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3.4 事業効果の検証の方法 

3.4.1 管理目標 

(1) 管理目標 

管理目標は順応的管理を行いながら、目的達成の判断を行うための尺度となる。 

地域住民の証言によると、再生対象である下流域はかつて大きな淵や瀬があり、水量も豊

富でボラやエビ、カニがたくさん採れた場所であった。しかし、現状における下流域再生箇

所は河道が直線的で平瀬が続き、河床の変化も乏しく、非常に単調な環境となっている。 

今回、ワンドや水制工の整備により淵や早瀬が形成され、それに伴い河床の変化も豊かに

なるなど、多様な生物の生息環境が再生されることが期待されることから、目標達成度の評

価については、それら多様な環境が再生され、そこに生息する多様性に富んだ生物種の増加

をもって評価することとする。 

評価にあたっては、モニタリングにおける河床形状調査や河岸植生の確認調査による河川

環境の変化や生物調査による魚類や底生動物の種数、個体数、多様性を示す指標種の個体数

の増加、生息環境別の種数の変化などを工事前調査結果と比較することにより、定量的、定

性的に判断する。 
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(2) 順応的管理 

自然環境は常に変化し、また不測の事態が発生することを考慮しなければならない。今回

整備するワンドのみで設定した管理目標を達成できる可能性に関しては、現状では不明であ

る。そのため、下図に示す順応的管理の考え方に従って、状況に応じて現対策工の改良や他

の再生方法の追加検討などの判断が必要となる。 

順応的管理を行う対象は、河床形状やワンド河岸帯の植生、ワンドや水制工等の施設維持

に関するものと、魚類、甲殻類の確認種数・個体数等の生物多様性に分類できる。 

整備当初は主に前者のモニタリングを行い、整備箇所の環境が安定し、生物の生息条件等

が整ってきた後に後者のモニタリングを実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.1-2 段階的に進める順応的管理の考え方  

施設維持

ワンド 底高 水制工の根浸食

補強

ワンド 河岸浸食

補強

ワンド 河岸植生

生物種多様性

変化

無し

埋没

傾向
無し 有り 小 大有り

植栽

無し

【 地形測量】 【 地形測量】【 目視調査】【 目視調査】

河床形状等

水制工

改良

河床材料

変化

【 目視調査】

【 地形測量】

早瀬平瀬

の明確化

【 目視調査】 【 捕獲調査】

小大

水生動物種多様度の従前値との比較

ワンド へ

の礫投入

水生動物種多様度の従前値との比較

淵利用動物 河岸植生帯利用動物 平瀬利用動物 早瀬利用動物 河川遊泳動物
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3.4.2 施設維持状態の把握と改良・補強 

(1) ワンド河岸浸食 

ワンドの河岸は現状では土羽状態（切土面の露出状態）である。洪水時の流速によっては浸

食を受けて形状変化を起こす可能性も想定されている。 

このような変化の有無を地形測量等によって確認し、必要に応じて補強を行う。 

 

(2) 水制工の根浸食 

水制工は洪水流の強い流れが当たるため、水制工の根や護岸の根が浸食を受けやすい。今後、

浸食が始まり進むようであれば、根固めなどで補強する必要がある。 

 

(3) ワンド内排砂不足 

ワンドが埋まる傾向にあれば、水制工によるワンドに向かう強い流れが不足していることが

考えられる。 

このような場合には、水制工を拡大するなどの改良を行う必要がある。 

 

 

3.4.3 ワンド河岸植生状態の把握と改良 

河岸帯植生の茂みは、テナガエビ類、ヌマエビ類、ハゼ類の重要な生息環境となる。 

植生の活着が遅い場合は、人工的に植栽するなどの措置が必要となる。 

 

 

3.4.4 河床形状等変化の把握 

今回の事業では、蛇行の少ない直線河道の右岸を掘り込んで、ここに水流を当てるため水制

工を整備した。このため河道の蛇行が始まることが想定される。この場合には、平瀬、早瀬の

明瞭化と河床材料構成の変化が発生する可能性がある。 

ワンドやその深みも含めて、このような河床形状等の変化は、このような環境に応じた水生

動物の生息を促進することになるため、変化を把握する必要がある。 

 

 

3.4.5 水生動物生息状況の把握とワンドの改良 

前述のように、ワンド＋深み整備、水制工整備によって種々の環境変化が発生する可能性が

あり、この環境変化に応じた水生動物相となり、現状の環境に新環境が加わった分、種多様度

が向上する可能性がある。 

ワンド河岸帯の植生帯も活着した後、種多様度が整備前と比較して向上しない場合には、ワ

ンドの深みに礫投入を行い、淵生息性底生動物の生息環境を更に充実させるなどの改良を行う。 
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3.4.6 検証方法 

(1) 施設の維持管理 

時間経過や出水等により土砂の堆積、河岸の浸食等の地形の変化が予測されることから、

地盤高および水位の測定を行い、ワンド及び水制工の機能が維持されていることを検証する。 

調査及び施設機能の検証は専門的知識や機材等が必要なことから、専門業者に依頼して実

施する。なお、沖縄県自然環境再生モデル事業の実施期間中は、沖縄県が実施する予定であ

る。 

表 3.4.6-1 調査方法 (施設の維持管理) 

調査項目 手法 調査方法及び目的 調査頻度･時期 備考 

地形変化 地形測量 ・対象区域を測量し、地盤高について面的

に把握する(等高線図作成)。 

・過去と比較することで、地盤高の変化（堆

積傾向、浸食傾向）を把握できる。 

2回/年 

（洪水前後）

 

河床材料 ・水制工上下流、ワンド上流、入口、内部、

出口、下流平瀬、早瀬などに地点を設定

して河床材料の変化を把握し、地形測量

結果と合わせて施設の機能状態を評価す

る。 

2回/年 

（洪水前後）

 

河川水位 水位観測 ・自記式水位計による連続観測 

・構造物の設置による水位変動の変化を把

握し、水位変動の有無を確認する（安全

管理の一貫） 

連続観測 施設整備後

に実施。 

 

(2) 効果モニタリング 

効果検証のためのモニタリングは、地域住民や観光事業者が主体となって行う日常的なモ

ニタリングと専門的知識・技術を要する定期モニタリングによって構成される。 

 

1) 日常的なモニタリング 

日常的なモニタリングは、地域住民や観光事業者が中心となって企画し、地元の児童な

どと環境教育を行いながら、自然環境再生とその維持を学習すること、地域の自然環境を

資源として理解することを主目的に実施する。 

このため、基本的には特別な知識や技術を用いない手法によって進める必要がある。ま

た、生物の捕獲に関しては監督行政に特別な許可を得る必要があることから、ここでは捕

獲調査は実施しない。ただし、専門家と合同で実施する場合には、適宜事項に示す定期調

査の内容を適用して調査を行うこととする。 

 

表 3.4.6-2 モニタリングの調査方法 (基礎調査) 

対象 主な調査項目 調査方法 調査頻度･時期 備考 

地形 地盤高、水深 ・地盤高は河岸に目盛付の杭を打ち込

み経過観察 

・水深はメジャー等で現地測定 

・1～2回/年 杭は事前設置 
水深は適宜実施

景観 定点写真撮影 ・カメラによる定点撮影 ・1～2回/年  

魚類 目視観察 ・目視による種や個体数の確認 

 

・1回/年 
(夏前後が良い) 

 

底生動物 目視観察 ・目視による種や個体数の確認 

 

・1回/年 
(夏前後が良い) 
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2) 定期モニタリング 

事業効果を定量的に把握し、必要に応じて順応的管理を行うためのモニタリングとして

行う。 

沖縄県自然環境再生モデル事業の実施期間中は、沖縄県が実施する。 

 

表 3.4.6-3 モニタリングの調査方法 (専門的調査) 

対象 調査項目 調査方法及び目的 調査頻度･時期 

ワンド利用

生物 

魚類 ・目視調査、タモ網や投網等を用いて、当該地域の

魚類の生息状況を把握する。 

・環境創出前後における種数や個体数等の変動を比

較することで、環境創出の効果を把握できる。 

1回/数年 

(夏前後が良い) 

底生動物 ・目視調査、タモ網やカニカゴ等を用いて、当該地

域の底生動物の生息状況を把握する。 

・環境創出前後における種数や個体数等の変動を比

較することで、環境創出の効果を把握できる。 

1回/数年 

(夏前後が良い) 

植生等河岸

環境 

植生､植物相 ・ワンド周辺の河岸部の植生、植物相調査（外来植

物の侵入状況等も把握する。） 

・植生の回復の程度を把握するとともに植生による

河岸の浸食防護効果について検証する。 

1回/数年 

(夏前後が良い) 
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3.5 維持管理及び利活用の計画   

3.5.1 維持管理  

(1) 防災上の管理 

今回の施設計画では、１/３規模の流量（85ｍ3/S）に対応するよう計画した。この流量

規模では、水制工の直上流側では現況に対して2ｃｍ程度の水位上昇が見込まれたことから、

水制工の規模を高さ2ｍから1ｍに変更して整備を行った。 

今後、水制工の能力不足によりワンド維持に影響を与えると判断された場合には、2ｍ規

模へ変更する可能性がある。その際、高水時に道路冠水などが発生する可能性も有するため、

水位観測を継続し、水制工の影響について監視を強化する必要がある。 
 

(2) 安全性の管理 

事業区域周辺は満潮時には水深も深く、ワンド部は干潮時でも深みがあることから、水難

事故の発生を防止する必要がある。そのため、施設の入口付近には注意を促すための看板を

設置するとともにチェーンや侵入防止柵等の立ち入りを制限するための安全対策を行う。 
 

(3) 施設の維持管理 

時間経過や出水等により土砂の堆積や河岸の浸食等による地形の変化や水制工の損傷等

が起こる可能性がある。特にワンド整備箇所の奥には民地が隣接していることから、河岸の

浸食による影響が懸念される。 

そのため、地盤高や水位の測定、施設の状況確認等を行い、地形の変化等を確認していく。

その際、ワンド部の土砂の堆積や河岸の浸食、水制工周辺の洗掘、損傷等が確認された場合

には、状況に応じて木杭や石による河岸の補強、土砂の浚渫、水制工の改良など、順応的な

管理を行っていく。 
 

3.5.2 利活用 

(1) 親水利用 

事業区域周辺は流れも緩やかで比較的アクセスも容易であることから、地域における自然

との触れ合いの場として利用されることが望ましい。 

そのため、安全管理を徹底した上で、干潮時の水深の浅い時間帯などに地域の人達が河道

部を利用できるようにする。利用にあたっては、ワンド整備時に左岸に設置した工事車両進

入路を人が利用できるように整備（砂利の施設等）することで、河道の親水性を高める。 
 

(2) 環境教育への活用 

地元小中学校の環境教育の場として開放する。施設の入口付近には事業の目的や施設の効

果、生息する生物等を紹介するための看板を設置するなどして、環境教育の際に利用しても

らう。 
 

(3) 観光利用 

事業区域はカヌー利用区間のほぼ上端に位置し、ワンド整備により河道幅が拡幅されるこ

とから、カヌーの転回場所として利用することが可能である。その際、施設の目的などを説

明してもらうことで慶佐次川での自然環境再生の取組について観光客に知ってもらう機会

になると考える 

ただし、再生目的であるボラ等の定着が確認されるまでは、環境の攪乱を避けるため、ワ

ンド部へのカヌーの侵入は控えることとする。 
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第 4章 実施体制及び実施スケジュール 

 

4.1 各事業計画の実施スケジュール 

当面の基本的な事業実施スケジュールは下表のとおりである。 

 

表 4.1-1 当面の基本的な事業実施スケジュール 

実施内容 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

後半 前半 後半 前半 後半 

整備内容の 

検討 

地形測量の実施      

規模･形状・位置の検討      

治水への影響検討      

計画図作成      

施工計画の立案      

関係機関へ 

の許可申請 

等 

東村：河川協議      

文化庁：天然記念物現状変更申請      

環境省：国立公園内現状変更申請      

警察、消防：道路占有許可申請      

施 工 仮施工      

本施工      

濁水監視      

効果検証 

調査の実施 

地形変化確認      

目標生物確認      

植生等河岸環境確認      

水位影響確認      

効果・影響評価      

 

 

 

4.2 地域との協働 

地元慶佐次区とは下記の各段階において地域との協働作業を行うこととする。 

 

(1) 効果確認 

 効果に関する日常監視 

 景観に関する日常監視 

 

(2) 水位影響等確認 

 水位上昇等安全性に関する日常監視 

 

(3) 周辺整備 

 親水ゾーン、観光利用ゾーン整備に関する協働作業 

 

雨季後 台風後 雨季後
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4.3 他の取組との関係 

本事業は、慶佐次川の下流感潮区間にワンドを整備し、ボラ類やテナガエビ類などのかつ

てミナトバル地域に豊富に生息していた水生動物の生息場所を再生すること、その他対岸側

の工事進入路や寄り洲を利用した親水利用、目的生物定着後の判断によるが、ワンドの河口

利用を目的とする。 

その他の取り組みとの関係は、下記の通りである。 

 

(1) 水生動物の生息環境の向上 

特に海から遡上する周縁性魚類は河川水質が悪いと遡上量が減少すること、シルトや粘

土成分の河床への堆積はテナガエビ類の餌生物を減少させることから、水質汚濁や赤土等

流出抑制によって更に効果が向上する可能性ある。 

このため、下流でこのような施策が進んでいることを流域の土地利用者に理解を求め、

更なる汚水や赤土等の流出抑制に資することとする。 

 

(2) 親水性の向上 

水質汚濁や赤土等の堆積は、親水利用や観光利用の障害となる。 

このため、前述のとおり流域の土地利用者に汚水や赤土等の流出抑制を更に求めていく

こととする。 
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図 4.3-1 慶佐次川自然環境再生に係るインパクトレスポンスフローにおける 

本事業と汚水流出、赤土等流出との関係 
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河 床
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る生物や，河川まで侵入する周縁性魚類
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[

流
域
﹈

河 床

マングローブ

潮流等変化

河川改修
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赤土土砂堆積
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親水性の低下

外来種 食害

在来種の減少

外来種

食害

※瀬利用生物：主に瀬で生活する

サワガニ類，ボウズハゼ類等
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テナガエビ類，ウナギ類， ボラ類等
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全体に影響

海側からの影響

親水性の低下
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4.4 計画の見直しについて 

基本的な事業実施スケジュールに当面のスケジュールを示したが、その後も効果検証の結

果に基づき、順次計画見直し、改良、必要に応じて撤去などを行うこととする。 
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